（様式１－４）

	１　事 業 名　【新たな取組みの内容が簡潔にわかる事業名を記載】

	２　会社概要　　【自社の略歴、経営理念、自社の強み・弱み、事業領域等を記載】


	３　会社の現状と問題点、解決方法
  【会社の現状、明確化した経営課題、経営革新計画に取り組もうとした動機などを記載】



	４　新たな取組みの内容
  【新製品・サービスの内容、設備投資計画、雇用計画など新たな取組みの内容を記載
　　経営戦略における当該事業の位置づけを明確化すること】

	５　販売
  【対象とする市場の規模・成長性、販売ルート、販売実績、引き合い状況、市場の調査及び分析結果等を記載】


	６　事業推進体制
  【推進体制・管理体制・組織図などを記載（事業推進責任者を明記）】



７．設備投資計画　※耐用年数が1年以上で取得価格が10万円以上の設備等を購入する場合に記入
　                  　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）
	
	機械装置名称（導入期）
（○年○月）
	単　　価
	数　　量
	合計金額

	 １
	
	
	
	

	 ２
	
	
	
	

	 ３
	
	
	
	

	
	    　　　合　　　　　計　　　
	
	
	


８．運転資金計画 　※金融機関などから借り入れを計画する場合に記入
　　　　　　　　　　　　　            （単位：円）
	　 年月
	　　　　　 金　　　　額　　　　　

	   年　  月  
	

	
	

	
	

	　 合　 計　
	


９　経営の向上の程度を示す指標
	経営の向上の程度を示す指標
	現　　　状（千円）
	計画終了時の目標伸び率（％）
（事業期間終了時点）

	１
	付加価値額
	  
	（　年　月～　　年　月（事業期間　　年））

	２
	一人当たりの付加価値額
	      
	           

	３
	給与支給総額
	      
	           


＊３年計画　付加価値額又は一人当たりの付加価値額の伸び率9％以上　 給与支給総額の伸び率4.5％以上
＊４年計画　付加価値額又は一人当たりの付加価値額の伸び率12％以上　給与支給総額の伸び率6％以上
＊５年計画　付加価値額又は一人当たりの付加価値額の伸び率15％以上　給与支給総額の伸び率7.5％以上
令和７年度 小規模事業者販路開拓等支援補助金 補助事業計画書








